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１．はじめに  

平成 28 年 4 月の熊本地震においては，がけ崩れ及び滑動崩落等に伴う数多くの宅地被害が発生し，西原村

においても石積み等の宅地擁壁の崩壊，盛土造成地のすべり変形に伴う甚大な被害が発生した．（その１)1）

では，西原村における被災した盛土造成地（火山灰質土主体）の土質特性について試験・分析を行い，地震時

の繰返し荷重により宅地擁壁背面部等における黒ボク盛土材のせん断強度が低下し，擁壁部のすべり崩壊が発

生することを示した．本稿では，西原村での観測記録と被災盛土造成地（火山灰質土主体）の土質特性を用い

た動的解析によるケーススタディを行い，被害発生要因及び宅地擁壁の崩壊の発生機構に関する検証を行った． 

２．検討対象  

本検討では，図-1，図-2に示す熊本県西原村の A地区における代表的な断面を対象とした．A地区は黒ボク

盛土，黒ボク，赤ボク，段丘堆積物及び阿蘇 4火砕流堆積物が堆積し，擁壁崩壊を伴うすべり発生後，黒ボク

盛土は高さ約 4m，勾配 60 程度の状態で安定を維持している．地下水位は表層の浅い位置ではなく，GL-3m～

4m 以深の地山内または黒ボクと赤ボクの境界面付近に分布している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 被災盛土造成地の平面図（A地区）         図-2 A 地区における地質断面図（Ⅰ断面） 

３．検討方法および検討条件  

本検討では，被災状況の再現性の確認を目的として、円弧すべり計算法での復旧設計計算に留意し，全応力

条件を前提とした双曲線モデル（多重せん断機構）を適用した有限要素法による地震応答解析を行った（解析

コードは FLIP2)）。図-3 にメッシュ分割図，表-4 に解析パラメータを一覧にして示す。（その１）で示した静

的強度定数を用いた CASE1，繰返し載荷後の強度低下を考慮した動的せん断強度定数を用いた CASE2 について

比較を行った。なお，初期せん断波速度 Vsは，近傍で実施した PS 検層の結果を用いた。また，側方および底

面は粘性境界とし，工学的基盤は Aso-3g 層（Vs＝830m/s，ν＝0.341）上面とした．入力地震動は，当該地区 
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に最も近い地震観測点である西原村役場の観測記録（2016 年 4 月 16 日 1:25，M7.3）をもとに工学的基盤面

（Aso-3g 上面）での露頭波形を抽出した。なお，基盤への引戻しは西原村村民体育館位置のボーリングを用

い，重複反射理論に基づく等価線形化法 1次元地震応答解析により露頭波（2E）を抽出した． 

 
図-3 入力加速度時刻歴（工学的基盤面露頭値） 

 
図-4 メッシュ分割図（拡大） 

表-1 解析パラメータ一覧 

湿潤密度 ρt　(t/m
3) 1.3 1.4 2.0

間隙率 ｎ 0.767 0.785 0.450
Ｓ波速度 Ｖs　(m/s) 75 120 190
初期せん断剛性 Ｇma　(kPa) 7462 20571 73673
体積弾性係数 Ｋma　(kPa) 19459 53647 192129
基準化拘束圧 σ'ma　(kPa) 9.8 34.7 71.3
ﾎﾟｱｿﾝ比 ν 0.33 0.33 0.33
拘束圧依存ﾊﾟﾗﾒﾀ ｍ 0.5 0.5 0.5
CASE1　せん断抵抗角 φf　(°) 18.4 13.2 35.0
(静的) 粘着力 Ｃ　(kPa) 22.7 30.3 0.0
CASE2　せん断抵抗角 φf　(°) 12.3 9.3 35.0
(動的) 粘着力 Ｃ　(kPa) 15.1 21.5 0.0
最大減衰定数 ｈmax 0.20 0.20 0.24

段丘堆積物
vf

解析パラメータ
盛土

黒ボク
赤ボク

湿潤密度 ρt　(t/m
3) 1.4 1.4 1.8

間隙率 ｎ 0.752 0.752 -

Ｓ波速度 Ｖs　(m/s) 230 230 -

初期せん断剛性 Ｇma　(kPa) 75571 75571 180000
体積弾性係数 Ｋma　(kPa) 197078 197078 469412
基準化拘束圧 σ'ma　(kPa) 108.4 108.4 98.0
ﾎﾟｱｿﾝ比 ν 0.33 0.33 0.33
拘束圧依存ﾊﾟﾗﾒﾀ ｍ 0.5 0.5 0.5
CASE1　せん断抵抗角 φf　(°) 14.3 14.3 35.0
(静的) 粘着力 Ｃ　(kPa) 25.2 25.2 20.0
CASE2　せん断抵抗角 φf　(°) 14.3 14.3 35.0
(動的) 粘着力 Ｃ　(kPa) 25.2 25.2 20.0
最大減衰定数 ｈmax 0.20 0.20 0.24

石積擁壁解析パラメータ
阿蘇4火砕流

Aso-4c
阿蘇4火砕流

Aso-4s

 
４．検討結果  

 図-5，図-6に残留時の最大せん断ひずみγmax 分布図を示す。動的定数を用いた CASE2 において 10%を超え

る大ひずみ領域が顕著であり，被災状況と整合的である。せん断強度を低下させたことにより，擁壁前後の自

重作用による残留ひずみが顕著となっている。 

 
 

図-5 残留時最大せん断ひずみγmax 分布図

（CASE1） 

 
 

図-6 残留時最大せん断ひずみγmax 分布図

（CASE2） 
５．まとめ  

西原村の観測記録をもとに工学的基盤の加速度時刻歴を求め，二次元有限要素法による地震応答解析を行っ

た。その結果，繰り返し載荷後の強度低減を考慮することで擁壁の前背面で変状が大きくなり被災状況に整合

的となった。 
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